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彼らは，最も大きく，最もよく研究されているインドをとって， 1 日 1 人あたり 2 ， 250 カロ
リーを摂取するのに必要な消費支出によって貧困線を定義する。インドにおいて貧困線以下の
人口は46% に達するが，それらの人々と，彼らと同じ 1 人あたり所得をえている他の途上国の
階層を絶対的貧困層とみなす。この場合，各国聞の比較を可能にするように，公的為替レート
ではなく，国連国際比較プロジェクトによる「等価購買力換算比率」を用いる。この比率によ
って，それぞれの国の 1 人あたり GNP を 1970年の米ドルで、評価された 1 人あたり GNP に換
算する。乙れはICP ドルとよばれる。ところで，さきのインドの貧困線は ICP ドルでは200 ド
ルになるので，各国のICP ドルタームでの所得分布を出したうえで，そのうちの 200 ドル以下
の層を絶対的貧困層とするのである。
乙うした方法によって， 1975年の絶対的貧困者数を算出してみると， 36の途上国に 6 億4400
万人，総人口16億9500万人の38% にも達するのがわかる。とりわけ，そのうちの， 1 人あたり
GNPが150 ドル未満， 1 人あたり ICP ドル350 ド Jレ未満の最も所得の低いクーループ10カ固に 5億
1000万人が集中している。 ICP ドルベースでいえば，その10カ国のうちインド (46%) ，パキス




口J と， FAO/WHO基準の80%以下で， 「成長阻害と重大な健康上の危険を妨げるのに充分な
カロリーをとっていない人口」の推計を行っている。 FAOの『第4 回世界食糧概観』によれば，
例えばインドの 1 人 1 日あたりカロリー必要量は2 ， 210カロリーとされているので，前者は1 ， 989
カロリー，後者は1 ， 768カロリ一以下の食事しかとっていない人口ということになるだろう 7) 従
(1) Ahluwalia, M. S., et al, "Growth and Poverty in Developing Countries", Journal of Development 
Economi cs, Volume 6, No.3, September 1979, pp.299-341. 植松忠博『地球共同体の経済政策ゎ成文
堂， 1985年，第 2 章。
(2) FAO, The Fourth World Food Survey, 1977. ( F世界各国の栄養状態 第 4 回世界食糧概観1977







( )は国数 総人口事 食エネノ事レギー人不足の口* 比* 総人口* 食エネル事ギー人不足の口
途上国合計 (8W 1.660 664 (40) 2, 147 730 
低所得 国 (30) 889 418 (47) 1, 157 590 
中所得 国 (57) 769 246 (32) 1,000 140 
サハラ以南アフリカ (37) 267 115 (43) 341 150 
東アジア・太平洋(8 ) 227 93 (41) 286 40 
南 ア ジ ア(7) 726 341 (47) 940 470 
中東・北アフリカ (11) 151 53 (35) 200 20 

















以上の点を念頭において表 1 をみてみよう。乙れは， r活動的な労働生活を営むのに充分な
カロリーをとっていない人口」の，乙の10年聞における推移を示している。この表によれば，
1970年比はエネルギー不足の食事人口は 6 億6400万人，総人口の40%であったが， 1980年に
は 7 億3000万人，総人口の 34%になったと推定されている。絶対数としては 6， 600 万人増加
したが，対総人口比は 6%低下している。乙れを l 人あたり GNP 400 ドル未満 (1983年)
の低所得国と， 400 ドル以上の中所得固にわけでみる。そうすると，前者は 1 億7200万人の







(3)FAO も乙れと別に1969-71年と 1979-81年の栄養不足人口の推計を行っている。 FA 0 , The Fifth 







国はGDP の36.3 %，輸出の32.8 %，雇用の72.0%が農業に属しており，途上国平均のそれぞ








0-1 0-2 0-3 >10 
Lノーー
国 名 年次 農家数 面積 農家数 面積 農家数 面積 農家数 面積 系数
(%) (%) (%) (%) 
ノ f ングラデ?シュ 1960 51.6 15.2 77.9 41.6 89.3 60.9 0.4 5.9 .47 
1974 66.0 24.0 88.0 58.0 95.0 77.0 2.0 11.0 .57 
イ / ド 1961 39.8 6.8 62.2 19.1 74.6 30.4 4.5 29.8 .59 
1970/71 50.6 9.0 69.7 20.9 79.2 31.0 3.9 30.9 .63-
インドネシア 1963 70.1 28.7 88.3 51.5 94.0 64.0 0.7 12.5 .54 
韓 国 1963 73.3 45.0 93.9 81.6 99.7 98.4 .30 
1974 67.0 58.3 93.5 79.5 91. 5 92.9 .32 
マレーシア(西) 1960 45.4 15.2 67.4 32.6 83.4 52.5 1.0 10.1 .44 
1973 35.3 15.3 72.1 48.0 91.3 76.5 
ノ f キスタン 1960 32.9 3.5 49.5 9.4 61. 5 16.7 7.9 42.7 .60 
1972 43.6 12.2 10.8 43.0 
フィリピン 1960 11. 5 1.6 41.1 1.2 62.3 24.7 5.6 33.2 .52 
1971 13.6 1.9 61.1 24.1 4.9 33.9 .51 
タ イ 1963 18.5 2.5 47.9 15.5 5.4 22.2 .46 
1971 13.4 2.6 49.5 20.3 3.8 16.2 .41 
原注)四捨五入のため必ずしも合計は100tcならない。タイの規模区分は0-2 .4および9.6ヘクタール以上である。
(出所) Asian Development Bank, Rural Asia-Challenge and Opportunity , 1978, (山田三郎監
訳『農村アジアへの挑戦ーアジア開発銀行特別調査報告書~，国際開発ジャーナル社， 1980年， 117ページ。)








以外に，イシド，西マレーシアのその規模の農家が全農家の2/3になる。パキスタン (1960年) , 
タイでは同じ比率が約50%，フィリピン (1960年)は約40%である。次に，乙の比率の動向をみ







と乙ろで，しばしば参照される乙の表 2 の問題点は， 70年代後半以降の動向が明らかでない
表 3 アジアにおける土地なし労働者(単位: 1000人)
調査 農全経業における 土地なし労働者 ②/① 
年度 済き動人口 ② (%) 
ノてングラデ、シュ 1974 15 ,823 3,934 (24.9) 
1983-4 16 ,448 6,439 (39.1) 
インドネシア 1964-5 24 ,574 4,992 (20.3) 
1971 24 ,946 5,784 (23.2) 
1982 31 ,593 16 ,174 (51. 2) 
韓 国 1966 4, 553 441 (9.7) 
1974 5, 584 702 (12.6) 
1985 3,722 437 (11. 7) 
パキスタン 1972 10 ,515 808 (7.7) 
1985 14 ,490 1,604 (11.1) 
フィ リピン 1960 5,162 572 (11.1) 
1974 8 ,398 1,097 (13.1) 
1985 10 ,085 2,255 (2.4) 
スリランカ 1963 1,682 922 
1971 1,824 931 (51.0) 
1981 1,876 881 (47.0) 
タ イ 1960 11 ,334 353 (3.1) 
1970 13 ,202 541 (4.1) 
1982 16 ,985 1,644 (9.7) 
し






















表 4 .アジアの農業労働者の実質賃金 1970--85年
1970 1972 1974 1976 1978 1980 
バングラデシュ 142.5 124.8 100.9 100 106.5 95.5 
ビ Jレ マ 282.1 270.4 162.6 100 124.5 138.3 
インド 男 100 93.4 96.1 
男女計 123.3 113.6 85.3 100 
韓 国 71.4 78.1 86.7 100 141.4 178.2 
(1979) 
半島マレーシア 87.7 81.5 89.2 100 95.4 106.2 
(1j)77) 
パキスタン 73.6 73.6 112.7 100 104.0 114.0 
1971) 1975) 
フィリピン 103.2 93.4 94.2 100 117.8 96.6 
スリランカ 72.1 82.5 78.8 100 113.3 138.5 
(注) 実質賃金は名目の賃金を消費者物価の一般指数で除して算出している。
(出所) ILO, Year Book of Labour Statistics, various issues 
-48 -
(1976年を100 とする指数)
1982 1984 1985 
108.7 100.8 109.1 
1983) 
126.3 121.0 一
91.7 123.3 143.7 
171.8 181.8 188.3 
144.7 267.3 
86.6 73.1 78.8 





























(5) Asian Development Bank, Rural Asia-Challeηge and Opportunity, 1978, (山田三郎監訳『農村
アジアへの挑戦ーアジア開発銀行特別調査報告書'.1 ，国際開発ジャーナル社， 1980年， 69ページ。)
(6) Hayami, Y., and Kikuchi, M., Asian Village Economy at the Crossroads, 1981, p.54. Fig3-3. 
(7) Ibi d., p. 4. 
(8) Asian Development Bank, op c it , (注5) (前掲邦訳， 84, 87, 88ページ。)






























(1) Streeten, P., and Burki, S.J.,“Basic Needs : Some Issues" , World Development, Vol. 6, No.3, 
1978 , pp.411-22. なお我が国でBHN 戦略を詳細に紹介されたのは植松忠博氏である。注 1 の文献を参照。
なお私は以下の論文でBHN戦略を経済学的に基礎づけようと試みた。 rBHN戦略への転換とミュルダール
の再評価J ， r経済学雑誌JJ (大阪市立大学経済学会) ，第86巻第 1 ・ 2 号， 1985年 7 月。
(12)内発的発展とは何かについて，社会システム論的に簡明に説明しているのは次の文献である。 Todaro，
M., Economic Development in the Third Worl d, 2nd Edition, 1981.特にChapter 3, pp. 56-
85. (鵜川武久訳『発展の経済学.1，日韓文化出版社， 1981年。)
また，わが国において，内発的発展の意義とその具体的な構想の一つの例を示されたのは本多健吉氏の次の
著作である。本多健吉『資本主義と南北問題.J.新評論， 1986年，特に第 8 章。本多健吉編著『南北問題の現代










長の成果の自動的な浸透 (trickle down) を一つの前提にしていたのとは対照的に， BHN戦略は，
単に物質的ニーズだけではなく，非物質的ニーズ，具体的にいえば農民の開発への過程への参
加を重視している。途上国とその農業が今日の困難から脱け出す方策は，乙のような広範な人
表 5. 世界銀行と国際開発協会の部門別貸付構成 1969--85年
(単位:パーセント)
1969-71 1972-74 1975-77 1978-80 1981-83 1984-85 
直接の貧困対策部門
農 本f 開 発 3.1 8.2 15.4 15.8 14.6 9.6 
初等，非正規教育 0.1 0.4 0.6 0.6 1.0 1.3 
人口，健康，栄養 0.2 0.7 0.6 1.1 0.4 1.5 
小規模企業 0.0 0.2 1.2 1.5 2.6 4.1 
都 市 0.1 1.5 1.7 3.4 3.6 3.0 
上 下 水 道 4.0 4.7 4.0 6.8 4.5 4.8 
lロ』 計 7.5 15.7 23.5 29.3 26.7 24.2 
そ の 他 の 活動
その他の農業 15.6 13.6 14.2 15.1 11.9 14.5 
その他の教育 4.0 5.3 3.6 3.7 3.6 4.1 
電力とエネルギー 22.2 16.0 13.5 18.3 19.4 23.7 
工業と開発金融会社 12.6 16.4 19.2 12.9 14.9 9.1 
輸送 と 通信 32.8 25.9 19.0 16.4 13.6 16.8 
プロジ整ェ貸ク付トを以つ含タむ十()樟5 4.7 6.1 5.9 3.6 9.3 6.7 造調
そ の 他 0.6 1.1 1.1 0.8 0.6 0.8 
正口』 計 92.5 84.3 76.5 70.7 73.3 75.8 
(参考) 総 額
2.1 3.6 6.5 10.0 13.3 15.0 (10億ドル)
(出所) Beckmann, D.,“The World Bank and poverty in the 1980s", Finance and Development, 






















まず，世界の 1 人あたり農業および穀物生産指数の動向からみてい乙う。表 6 は FAO によ






表 6 をみてまず第 1 に確認できるのは，先進国と途上国および中央計画経済国との聞の生産
性の格差が著しく拡大しているという事実である。先進国の 1 人あたり農業生産指数は， 1970年
の57.57から 1985年の128.37へ，指数として年平均5.5%の上昇を示しているのに対して，途上
国は89.37から 107.21へ，年平均の上昇率はわずかに1.2%にすぎない。中央計画経済国も86.37




表 6 .世界の 1 人あたり農業友び穀物生産指数 1970......85年
(1979-81年を100 とする)
農業人口 1 人あたり農業生産指数 農業人口 1 人あたり穀物生産指数
1970 1975 1980 1985 15年間の 1975 1980 1985 10年間の年平均増加率 年平均増加率
世界合計 87.50 93.42 98.98 108.77 1.5 90.10 98.82 111.82 2.2 
先進国計 57.57 74.39 98.25 128.37 5.5 70.69 94.36 137.14 6.9 
北アメリカ 66.27 81.70 95.26 115.74 3.8 77 .36 90.58 123.01 4.7 
(アメリカ) 68.51 84.75 95.35 113.15 3.4 78.34 90.07 120.70 4.4 
西 欧 59.68 75.83 101.69 127.30 5.2 71.36 104.90 138.94 6.9 
オセアニア 82.85 93.17 95.55 109.68 1.9 83.82 77.01 126.58 4.2 
他 55.03 72.38 98.36 135.79 6.2 82.81 92.61 125.13 4.2 
途.上国計 89.37 94.41 99.32 107.21 1.2 95.89 100.57 111.06 1.5 
アフリカ 108.28 105.99 100.51 100.76 -0.5 107.75 102.93 108.52 0.1 
L. A 75.69 84.84 98.57 113.39 2.7 86.72 96.91 123.50 3.6 
近 東 80.36 91.67 100.16 110.03 2.1 94.62 98.49 105.88 1.1 
極 東 88.20 93.74 99.21 110.14 1.5 95.36 101.52 111.20 1.5 
他 88.02 92.37 98.45 103.05 1.1 86.03 104.30 93.89 0.9 
中央計画計 86.37 92.65 99.47 117.73 2.1 86.08 101.21 114.64 2.9 
アジ ア 82.29 88.22 99.15 125.33 2.8 89.16 97.95 116.97 2.8 
東欧・ソ連 70.75 85.82 99.86 123.16 3.8 72.24 106.83 123.26 5.5 
(出所) FAO, FAO Rroduction Yearbook, various issues 
から 117.73へと，その上昇率は途上国を少し上回る程度である。穀物だけに限定した 1 人あた
り生産指数でみてみると，先進国と途上国，中央計画経済国の生産性の格差がさらに拡大して
いるのがわかる。先進国の 1 人あたり穀物生産指数の年平均上昇率が6.9% にも達するのに対












表 7. 1 次産品価格の実質伸び率， 1950"""'84年
(平均年率%)
商 品 1950-59 1959 1960-69 1969 1970ー79 1979 1950-84 1984 
全 農 業 -2.92 (74.35) 0.00 (74.35) 0.01 (74.42) -1.03 (69.60) 
飲 料 -2.08 (81.04) -1.26 (71.39) 7.46 (146.59) -1.13 (67.18) 
穀 物 -3.84 (67.60) 2.72 (88.41) -1.31 (77.49) -1.30 (63.26) 
油 脂 -3.73 (68.38) -0.73 (58.90) -0.81 (54.30) -1.29 (63.48) 
素 材 -2.51 (77.55) 0.50 (81. 52) -1.72 (68.54) -1.08 (68.38) 
金属及び鉱物 0.08 (100.80) 6.12 (182.57) -4.06 (120.62) -0.09 (96.90) 
一一一一一一
原注:データは世界銀行の製造業単位価格 (MUV) 指数によりデフレートしである。 MUV指数は途上国民対
する工業国製品輸出の米ドル価格のcif指数である。毎年の指数の伸びは通常の最小自乗法を用いて計算した。
注:各欄に( )で示した数値は， 1950年初めを 100 とした各年末の指数である。






は， FAOの『貿易年報』にもとづいて，世界各地域の， 1969-71年および1983-85年の各 3 カ
年平均の，農産物と穀物の貿易収支をまとめたものである。乙の 2 つの表では，特に事態が悪
化しているサハラ以南のアフリカの動向がアフリカの内数として示されている。



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(14) FAO, FAO Commodity Review and Outlook 1984-1985, 1985. (国際食糧農業協会訳『世界の食
糧・農林水産物情勢と見通し-FAO商品概観 1984-85年一J ，国際食糧農業協会， 1986年， 4 ページ。)
(15) Ibid. , (前掲邦訳 134ページ。)
(16) Ibid. , (前掲邦訳 137ページ。)



























































1984 1985 1986 3 カ年平均
カーギル (1)* (1) (1) 
売上高 30 ,000 32 ,000 32 , 400 31 ,470 
従業員 40 ,000 46 ,000 46 ,000 44 ,000 
コンチネンタル (2) (3) (3) 
売上高 15 ,000 14 ,000 13 , 500 14 ,170 
従業員 16 ,000 12 ,000 12 ,000 13 ,330 
(参考)
世界の多国籍企業 (1986年) アメリカの小売企業 (1986年)
(1) G M 102 ,814 (1) シアーズ・ローパック 44, 282 
(9) A T T 34 ,087 (6) アメリカン・ストアーズ 14, 021 
(5日ティッセン 13 ,818 
* ( )の数字は『フォーブズj によるアメリカの非公開会社の売上高による順位。
出所: Forbes, December 14 , 1987 , November 17 , 1986 , November 18 , 1985。


































(18) Willoughby , J.,“More fun than flogging frosting" , Forbes , November 17 , 1986 , P186。
(19) D. モーガンについては注17を参照。石川博友 r穀物メジャー.n.岩波新書， 1981年， 44-45ページ。
位。 Dunning， J. H., and Pearce, R. D., The Worlifs Largest lndustrial Enterprises 1962一
1983, 1985 , Table. 7. 1 (a) , 7. 100 
(21) 拙稿「主要 4 カ国の直接投資の現状と諸問題ー先進国間相互投資と対途上国投資の動向を中心としてーJ ，
































間拙稿「民族問題の視座からみた周辺部社会J ， U"経済学雑誌:.1 (大阪市立大学経済学会) ，第83巻第 2 号，
1982年 7 月。および「インドネシアの村落共同体と解釈学的経済学J ， l'経済学雑誌.1 ，第85巻第 1 号， 1984 
年 5 月を参照。
(23) Geertz , C., Agricultural Involution, 1963 , p.97, p. 37。




























側 Fayerweather ， J., International Business Management, 1969, (戸田忠一訳『国際経営論.! , 
ダイヤモンド社， 1975年， 82ページ。) Kobrin, S. J., Foreign Direct Investment, Industriali zation 
and Social Change, 1977 , p. 29。なおこうした視点からの多国籍企業についての批判的分析は，コプ
リン以外ではワイスコフ，スンケルなどによってなされている。
Weisskopf, T. E.,“Capitalism, Underdevelopment, and τbe Future of the Poor Countries" in 
Economics and World Order, edited by Bhagwati, J. N., 1972 , pp 43-78. (石川滋編訳 r経済学と
世界秩序.! ，岩波書店， 1978年， 43-71ページ。)
Sunkel, O.,“Big Business and “Dependencia":A Latin American View" , Foreign Affairs, Vol 
















銀行貸付 債券発行 Zロh 計 対前年増加率
1976 28 ,849 (46.9) 32 ,669 (53.1) 61 ,518 (100) 
(15 ,017) (1. 789) (16 ,806) (27.3) 
1977 41 ,766 (55.1) 33 ,976 (44.9) 75 ,742 (100) 23.1 
(20 ,976) (3 ,533) 包4 ， 509) (32.4) 
1978 70 ,179 (67.2) 34, 279 (32.8) 104 ,458 (100) 37.9 
(37 ,302) (4 ,44 7) (41 ,749) (40.0) 
1979 82 ,812 (66.9) 40 ,990 (33.1) 123 ,802 (100) 18.5 
(47 ,964) (3 ,263) (51 ,227) (41.4) 
1980 77 ,392 (64.9) 41 ,920 (35.1) 119 ,312 (100) -3.6 
(35 ,054) (2 ,629) (37 ,683) (31. 6) 
1981 133 ,379 (71. 6) 52 ,985 (28.4) 186 ,364 (100) 56.2 
(45 ,264) (4 ,886) (50 ,150) (26.9) 
1982 85 ,015 (52.1) 78 ,042 (47.9) 163 ,057 (100) -12.5 
(41 ,519) (5 ,003) (46 ,522) (28.5) 
1983 74 ,222 (49.3) 76 ,329 (50.7) 150 ,551 (100) -7.7 
(32 ,937) (2 ,535) (35 ,472) (23.6) 
1984 125 ,922 (54.0) 107 ,411 (46.0) 233 ,333 (100) 55.0 
( - ) (39 ,725) (17.0) 
1985 116 ,964 (41.1) 167 ,756 (58.9) 284 ,720 (100) 22.0 
(32 ,139) (11. 3) 
1986 91 ,164 (28.7) 226 ,393 (71.3) 317 ,557 (100) 11.5 
(24 ,317) (7.7) 
(注) ( )はそれぞれの総額のうち、借り手が途上国である分の金額を示す。
(出所) Morgan Guaranty Trust Company of New York, World Financial Markets, January 1984, 
























ると， 1981年の1324億ドルが最も多く，それ以降の 4 年間は絶対的に減少している。 1984年お
よび85年は1975年の水準すら下回ってしまっている。その最大の原因はいうまでもなく，民間







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表13. アメリカへの民間資本の流れ 1983......86年(単位 :10億ドル)
1983 1984 1985 1986 
民間資本の流れ(ネット) 29.7 84.8 102.7 81.8 
銀行の報告による資本(ネット) 19.4 22.7 39.7 20.1 
米の債権 -29.9 -11.1 -0.7 -57.3 
米の負債 49.3 33.8 40.4 77.4 
証券(ネット) 10.4 30.8 63.4 75.2 
米による外国証券の購入(ネット) -7.0 -5.1 -8.0 -4.8 
外国による米証券の購入(ネット) 17.4 35.9 71.4 80.0 
米財務省証券 8.7 23.1 20.5 9.3 
それ以外 8.6 12.8 50.9 70.7 
直接投資(ネット) 6.6 21.5 -0.9 -6.3 
米の対外直接投資 -5.4 -3.9 -18.8 -31.9 
米への対外直接投資 11.9 25.4 17.9 25.6 
銀行以外の報告による資本(ネット) -6.6 9.8 0.5 n. a. 
米の債権 -6.5 5.1 1.7 n. a. 
米の負債 -0.1 4.7 -1.2 n. a. 
(注) ーはアメリカからの資本の流出を示す。







支の赤字は1984年比はじめて 1 ， 000億ドルを突破し， 86年には 1 ， 477億ドルに達している。 1986
年の赤字の相手先をみてみると，日本が546億ドル，西ドイツが143億ドルとなっている。また
香港，韓国，シンガポール，台湾の 4 カ国合計は 288億ドルでこれも著しい増加である?乙う
したアメリカの貿易収支，経常収支の赤字をファイナンスしているのが日本などからの民間資
本への流入である。表13はネットでアメリカへむかつている民間資本を内容別に示している。
経常収支の赤字に対応するかのように， 1984年からその額が急増し， 1986年も 818億ドルとな
っている。内容的にはとくに証券投資が増え続け， 1986年には 752億ドルに達した。最近は証
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